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総
務
省
は
、
令
和
９
年
度

の
地
方
財
政
の
課
題
と
し
て
、

大
き
く
３
本
の
課
題
を
挙
げ

て
い
る
。

「
経
済
財
政
運
営
と
改
革

の
基
本
方
針
２
０
２
６
」
等

を
踏
ま
え
、
地
方
団
体
が
▽

地
域
Ａ
Ｘ
な
ど
地
域
未
来
戦

地
方
交
付
税　

4.3
％
増 

21・1
兆
円

地
方
財
政
収
支
の
仮
試
算
　
公
表

総
務
省
は
８
月
31
日
、
令
和
９
年
度
地
方
財
政
収
支
の
仮
試
算
を
公
表
し
た
。
地
方
交
付

税
総
額
は
出
口
ベ
ー
ス
で
令
和
８
年
度
当
初
予
算
比
８
７
７
６
億
円
（
４・３
％
）
増
の

21
兆
６
２
４
億
円
を
要
求
し
た
。
ま
た
、
同
日
付
で
地
方
債
計
画
案
も
公
表
。
臨
時
財
政
対

策
債
は
計
上
さ
れ
ず
、
３
年
連
続
で
発
行
額
ゼ
ロ
と
し
た
（
全
文 

）。

令
和
9
年
度
地
方
財
政

収
支
の
仮
試
算
に
よ
る
と
、

歳
入
・
歳
出
（
通
常
収
支

分
）
の
合
計
は
、
そ
れ
ぞ

れ
1
０
４・４
兆
円
と
見
積

も
っ
た
。

歳
出
は
、
給
与
関
係
経

費
が
令
和
８
年
人
事
院
勧
告

（
令
和
８
年
８
月
７
日
）等
を

反
映
し
て
、
前
年
度
比
3
・

３
％（
0・8
兆
円
）増
の
24・

8
兆
円
を
見
積
も
っ
た
。

一
般
行
政
経
費
は
、
社

会
保
障
関
係
費
の
増
を
反

映
し
、
３・５
％
（
１
・

６
兆
円
）
増
の
47
・
１
兆

円
。
内
訳
は
補
助
事
業
で

４・２
％
（
１・２
兆
円
）

増
の
29・２
兆
円
、単
独
事

業
で
２・５
％
（
0
・
４
兆

円
）増
の
14・８
兆
円
を
見

積
も
っ
た
。
な
お
、
仮
試

算
の
歳
出
は
、
人
件
費
や

社
会
保
障
関
係
費
等
を
除

い
て
前
年
度
同
額
を
計
上

す
る
な
ど
の
仮
置
き
の
計

数
で
あ
り
、『「
強
く
豊
か

な
日
本
」
投
資
枠
』
の
創

設
や
補
正
予
算
依
存
か
ら

の
脱
却
な
ど
の
国
の
予
算

編
成
の
転
換
に
対
応
し
つ

つ
、経
済・物
価
動
向
等
を
的

確
に
反
映
す
る
と
し
て
い
る
。

併
せ
て
、
公
共
施
設
等
適
正

管
理
推
進
事
業
費
の
取
扱
い

や
地
域
未
来
戦
略
の
推
進
も

含
め
、「
令
和
９
年
度
の
地
方

財
政
の
課
題
」
等
を
踏
ま
え
、

予
算
編
成
過
程
に
お
い
て
必

要
な
検
討
を
行
う
と
し
て
い

る
。歳

入
に
つ
い
て
は
、
地
方

税
等
を
１・３
％
（
０・７
兆

円
）増
の
51・７
兆
円
と
見
積

も
っ
た
。内
訳
は
、地
方
税
が

１・３
％
（
0
・
６
兆
円
）
増

の
48・５
兆
円
、地
方
譲
与
税

が
０・５
％
（
0
・
０
兆
円
）

増
の
3
・
２
兆
円
と
な
っ
た
。

こ
れ
は
「
中
長
期
の
経
済
財

政
に
関
す
る
試
算
（
令
和
８

年
７
月
30
日・内
閣
府
）等
を

地方財政収支の仮試算

踏
ま
え
て
試
算
し
た
も
の
。

国
庫
支
出
金
は
、
社
会
保

障
関
係
費
等
の
増
を
見
込
み
、

１・５
％（
0・３
兆
円
）増
の

18・０
兆
円
、
地
方
債
は
、
投

資
的
経
費
（
単
独
）
の
増
に

伴
う
増
を
見
込
み
、
２・０
％

（
0・１
兆
円
）
増
の
６・３
兆

円
を
見
積
っ
た
。
な
お
、
臨

時
財
政
対
策
債
は
３
年
連
続

で
発
行
額
ゼ
ロ
と
し
た
。

こ
の
結
果
、
一
般
財
源
総

額
（
地
方
税
等
、
地
方
特
例

交
付
金
等
及
び
地
方
交
付
税

の
合
計
額
）
は
、
前
年
度

比
2
・
２
％
（
1
・
６
兆
円
）

増
の
73
・
６
兆
円
、
交
付
団

体
ベ
ー
ス
で
前
年
度
比
2
・

３
％
（
1
・
６
兆
円
）
増
の

69・1
兆
円
を
見
積
も
り
、過

去
最
高
と
な
っ
た
。

略
の
推
進
▽
官
公
需
の
価
格

転
嫁
▽
地
域
を
支
え
る
人
材

育
成
▽
防
災
・
減
災
対
策
の

推
進
▽
地
域
医
療
提
供
体
制

の
確
保
▽
イ
ン
フ
ラ
マ
ネ
ジ

メ
ン
ト
の
強
化
―
な
ど
、
強

い
地
域
経
済
の
実
現
や
持
続

可
能
な
地
域
社
会
の
実
現
等

に
取
り
組
む
こ
と
が
で
き
る

よ
う
、
安
定
的
な
税
財
政
基

歳入104.4兆円（+2.0）

歳出 104.4兆円（+2.0）

水準超経費を除く交付団体ベース 69.1兆円（+1.6兆円）
 一般財源総額 73.6兆円（+1.6兆円）

地方特例交付金
0.9（＋0.0）

給与関係経費
24.8（＋0.8）

一般行政経費
47.1（+1.6）

投資的経費
12.8（＋0.3）

公債費
11.1

（+0.4）
その他

8.6
（▲1.1）

地方交付税
21.1（+0.9）

地方税・地方譲与税等
51.7（+0.7）

国庫支出金 地方債等
12.8（＋0.1）

※「地方債等」には財源対策債（0.8兆円）を含む。
※表示単位未満四捨五入の関係で積上げと合計が一致
しない場合がある。

（単位：兆円）
令和 9 年度地方財政収支（仮試算）

18.0（+0.3）

総 務 省総 務 省

強
い
地
域
経
済
の
実
現
等
に

強
い
地
域
経
済
の
実
現
等
に

向
け
た
重
要
課
題
へ
の
対
応

向
け
た
重
要
課
題
へ
の
対
応

国 地  方

・ 交付税法定率分（地方法人税）等
	 2.3 兆円（▲ 0.2 兆円）

・特会借入金の元金償還金
	▲ 0.8 兆円（＋ 1.4 兆円）

・特会借入金の利払金
	▲ 0.6 兆円（▲ 0.2 兆円）

・機構準備金の活用
	 －　兆円（▲ 0.2 兆円）

交付税特別会計

令和令和 99 年度　地方交付税の姿（概算要求）年度　地方交付税の姿（概算要求） 総務省資料から

・交付税法定率分（国税4税）等
20.1 兆円（▲ 0.7 兆円）

・法定加算
	0.1 兆円（＋ 0.1 兆円）

・交付税特会債務承継額と
同額の減額
　―	 （＋ 0.7 兆円）

20.1 兆円
（＋ 0.1 兆円）

国の一般会計 交 付 額
21.1 兆円

（+ 0.9 兆円）交
付
税
特
会
か
ら
の「
出
口
」ベー
ス

交
付
税
特
会
へ
の「
入
口
」ベ
ー
ス

+0.9 兆円
（+0.8 兆円）
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盤
を
確
保
す
る
こ
と
を
課
題

と
し
て
い
る
。

社
会
保
障
関
係
費
や
人
件

費
の
増
加
、
物
価
上
昇
等
が

見
込
ま
れ
る
中
、「
経
済
財

政
運
営
と
改
革
の
基
本
方
針

２
０
２
６
」等
を
踏
ま
え
、交

付
団
体
を
始
め
地
方
の
安
定

的
な
財
政
運
営
に
必
要
と
な

る
一
般
財
源
の
総
額
に
つ
い

て
、
令
和
８
年
度
地
方
財
政

地
方
の
一
般
財
源
総
額
の

地
方
の
一
般
財
源
総
額
の

確
保
と
財
政
健
全
化
等

確
保
と
財
政
健
全
化
等

計
画
の
水
準
を
下
回
ら
な
い

よ
う
実
質
的
に
同
水
準
を
確

保
し
、
ま
た
、
国
に
お
け
る

経
済
の
成
長
力
強
化
と
名
目

の
経
済
規
模
の
拡
大
に
ふ
さ

わ
し
い
予
算
編
成
へ
の
転
換

に
対
応
し
つ
つ
、経
済・物
価

動
向
等
を
的
確
に
反
映
す
る

こ
と
等
を
課
題
と
し
て
い
る
。

自
治
体
業
務
の
構
造
変
革

を
目
指
し
た
Ａ
Ｉ
の
利
活
用

と
ガ
バ
ナ
ン
ス
の
促
進
、マ
イ

ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
の
利
活
用

拡
大
等
に
よ
る
住
民
の
利
便

性
向
上
、自
治
体
情
報
シ
ス
テ

ム
の
標
準
化
、
サ
イ
バ
ー
セ

キ
ュ
リ
テ
ィ
対
策
の
強
化
、デ

ジ
タ
ル
人
材
の
確
保
、デ
ジ
タ

ル
実
装
の
全
国
展
開
な
ど
に

よ
り
、自
治
体
Ａ
Ｘ
／
Ｄ
Ｘ
を

更
に
推
進
す
る
こ
と
等
を
課

題
と
し
て
い
る
。

東
日
本
大
震
災
の
復
旧
・

復
興
事
業
等
の
財
源
の
確
保

令和 8 年度地方交付税・地方特例交付金等の概算要求の詳細	 総務省資料から

区　分
令和9年度
当初要求額
A

令和 8年度
当初予算額
B

増減額
（A－B)C

増減率
C/B

一般会計からの
繰入れ

地方特例交付金等  ⑫ 8,653 8,156 497 6.1%
④＋⑫ 209,974 208,778 1,196 0.6%

（単位：億円）

区　分
令和9年度
当初要求額
A

令和 8年度
当初予算額
B

増減額
（A－B)C

増減率
C/B

一
般
会
計
か
ら
の

繰
入
れ

国税４税の法定率分等	 ① 200,619 207,468 △ 6,849 △ 3.3%
一般会計からの加算分
	 （法定加算等）② 702 154 548 355.8%

交付税特会借入金債務承継額と
同額の減額                     ③ 0 △ 7,000 7,000 △100.0%

計（入口ベース）	①+②+③=④ 201,321 200,622 699 0.3%

特
別
会
計

地方法人税の法定率分	 ⑤ 22,854 24,499 △ 1,645 △ 6.7%
返還金	 ⑥ 3 0 3 1611.5%
特別会計借入金償還額	 ⑦ △ 8,000 △ 22,000 14,000 △ 63.6%
特別会計借入金利子	 ⑧ △ 5,554 △ 3,773 △ 1,782 47.2%
剰余金の活用	 ⑨ 0 500 △ 500 皆減
地方公共団体金融機構の公庫
債権金利変動準備金の活用	⑩ 0 2,000 △ 2,000 皆減

計    ⑤+⑥+⑦+⑧+⑨+⑩=⑪ 9,303 1,226 8,076 658.5%
地方交付税総額（出口ベース）	④+⑫ 210,624 201,848 8,776 4.3%

１．通常収支分

区　分
令和9年度
当初要求額
A

令和 8年度
当初予算額
B

増減額
（A－B)C

増減率
C/B

復興特会からの繰入れ	 （注１） 事項要求 456 -　 -

2．東日本大震災分

（注１）令和８年度当初予算額には、返還金（１億円）を含む。
（注２）表示単位未満四捨五入の関係で、積上げと合計、増減率が一致しない場合がある。

（単位：億円）

（単位：億円）

地
域
Ａ
Ｘ
／
Ｄ
Ｘ
の
推
進
と

地
域
Ａ
Ｘ
／
Ｄ
Ｘ
の
推
進
と

財
政
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
強
化

財
政
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
強
化

に
つ
い
て
は
、
通
常
収
支
と

は
別
枠
で
整
理
し
、
所
要
の

事
業
費
及
び
財
源
を
確
実
に

確
保
す
る
こ
と
を
課
題
と
し

て
い
る
。

地
方
交
付
税
に
つ
い
て
は
、

本
来
の
役
割
が
適
切
に
発
揮

さ
れ
る
よ
う
総
額
を
確
保
す

る
と
の
考
え
に
沿
い
、
前

年
度
比
０
・
９
兆
円
（
４
・

３
％
）増
の
21・１
兆
円
を
要

求
し
た
。

こ
の
う
ち
、
入
口
ベ
ー
ス

で
は
、令
和
９
年
度
地
方
交
付

税・地
方
特
例
交
付
金
等
の
概

算
要
求
の
詳
細（
左
上
表
）に

よ
る
と
、
前
年
度
比
０・３
％

（
６
９
９
億
円
）
増
の
20
兆
１

３
２
１
億
円
を
見
積
っ
た
。な

お
、①
国
税
四
税
の
法
定
率
分

等
に
お
け
る
消
費
税
に
つ
い

て
は
、前
年
度
同
額
の
５
兆
２

０
４
２
億
円
を
見
込
ん
で
い

る
も
の
の
、令
和
９
年
４
月
１

日
か
ら
飲
食
料
品
消
費
税
率

の
臨
時
的
な
引
下
げ
が
予
定

さ
れ
て
い
る
。

な
お
、
令
和
９
年
度
は
、 

『「
給
付
付
き
税
額
控
除
」の
つ

な
ぎ（
飲
食
料
品
の
消
費
税
率

等
）』
に
よ
り
地
方
団
体
の
財

政
運
営
に
支
障
が
生
じ
な
い

よ
う
、適
切
な
措
置
を
講
ず
る

よ
う
事
項
要
求
し
て
い
る
。

政
収
支
の
仮
試
算
【
概
算
要

求
時
】」を
踏
ま
え
る
こ
と
―

と
の
考
え
方
に
基
づ
き
策
定

さ
れ
て
い
る
。

内
訳
は
、
普
通
会
計
分
が

前
年
度
比
１
２
０
０
億
円

（
２・０
％
）
増
の
６
兆
２
６

４
８
億
円
を
計
上
し
た
。
こ

の
う
ち
、
通
常
分
は
前
年

度
比
１
２
０
０
億
円
（
２
・

２
％
）
増
の
5
兆
４
９
４
８

億
円
を
計
上
。

特
別
分
は
、財
源
対
策
債
７

6
０
０
億
円
、調
整
１
０
０
億

円
と
い
ず
れ
も
前
年
度
同
額
。

臨
時
財
政
対
策
債
は
発
行
さ

れ
ず
、
３
年
連
続
で
発
行
額

ゼ
ロ
と
な
っ
た
。

公
営
企
業
会
計
等
分
は
、

前
年
度
比
１
２
０
０
億
円

（
２・０
％
）増
の
３
兆
４
４
９

令
和
９
年
度
地

方
債
計
画
（
案
）

は
、
①
引
き

続
き
厳
し
い

地
方
財
政
の

状
況
の
下
で
、

地
方
公
共
団

体
が
地
域
に

必
要
な
サ
ー

ビ
ス
を
確
実

に
提
供
で
き
る
よ
う
、

地
方
財
源
の
不
足
に
対

処
す
る
た
め
の
措
置
を

講
じ
る
と
と
も
に
、
所

要
の
地
方
債
資
金
の
確

保
を
図
る
こ
と
②
「
令

和
９
年
度
予
算
の
概
算

要
求
に
つ
い
て
」
及
び

「
令
和
９
年
度
地
方
財

区　分
令和9年度
計画額（案）
A

令和 8年度
計画額
B

差 引
（A－B）C

増減率
C/B×100

普通会計分	 ① （②+③） 62,648 61,448 1,200 2.0
通常分	 ② 54,948 53,748 1,200 2.2
特別分	 ③ 7,700 7,700 0 0.0

財源対策債 7,600 7,600 0 0.0
調　　　整 100 100 0 0.0

公営企業会計等分	 ④ 34,490 33,290 1,200 3.6
総 計	 ①+④ • ⑤+⑥ 97,138 94,738 2,400 2.5

通常分	 ⑤（②+④） 89,438 87,038 2,400 2.8
特別分	 ⑥（③) 7,700 7,700 0 0.0

通常収支分　（総務省資料から） 	 （単位：億円、％）

地方債計画
臨財債 3年連続ゼロ臨財債 3年連続ゼロ

地
方
交
付
税
の

地
方
交
付
税
の

概
算
要
求
の
概
要

概
算
要
求
の
概
要
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市　章

【
市
の
概
要
】

▽
人
口　
３
万
３
３
８
７
人

（
令
和
８
年
７
月
１
日
現
在
）

▽
面
積　
５
５
３・18
㎢

▽
歴
史
・
沿
革　
平
成
16
年

11
月
１
日
、
６
町
村
が
新
設

合
併
し
て
誕
生
。
令
和
６
年

に
市
制
施
行
20
周
年
を
迎
え

た
。
島
根
県
の
東
部
に
位
置

し
、
南
部
は
広
島
県
に
接
し

て
い
る
。
古
く
か
ら
斐
伊
川

の
支
流
周
辺
の
低
地
で
は
農

耕
が
営
ま
れ
、
山
間
地
で
は

た
た
ら
製
鉄
や
炭
焼
き
が
盛

ん
に
行
わ
れ
て
き
た
。
日
本

古
来
の
製
鉄
法
の
拠
点
と
し

て
操
業
当
時
の
姿
の
ま
ま
唯

一
残
る
菅
谷
た
た
ら
山
内
高

殿
は
、映
画
「
も
の
の
け
姫
」

に
登
場
す
る
た
た
ら
場
の
モ

デ
ル
で
も
あ
る
。

▽
シ
ン
ボ
ル　
市
章
は
市
名

の「
Ｕ
」を
モ
チ
ー
フ
に
、「
い

き
い
き
と
し
た
自
然・人・街

（
ふ
る
さ
と
）」「
生
命
と
神

話
が
息
づ
く
新
し
い
日
本
の

ふ
る
さ
と
」
を
イ
メ
ー
ジ
し
、

未
来
に
向
か
っ
て
躍
動
・
発

展
す
る
雲
南
市
を
力
強
く
表

現
し
て
い
る
。

【
議
会
の
概
要
】

▽
議
員
定
数　

19
人
（
現

在
・
男
性
14
人
、
女
性
４
人
、

欠
員
１
人
）

▽
前
回
選
挙　
令
和
６
年
11

月
17
日
、立
候
補
者
21
人
。投

票
率
69・64
％

▽
議
会
ト
ピ
ッ
ク
ス　
令
和

６
年
か
ら
ペ
ー
パ
ー
レ
ス
会

議
シ
ス
テ
ム
を
導
入
し
、
会

議
資
料
の
電
子
化
を
行
っ
て

い
る
。令
和
７
年
に
は
、議
員

発
議
に
よ
り
雲
南
市
議
会
ハ

ラ
ス
メ
ン
ト
根
絶
条
例
を
提

案
し
全
会
一
致
で
可
決
。
同

条
例
は
議
員
同
士
、
議
員
か

ら
市
民
や
市
職
員
等
へ
の
ハ

ラ
ス
メ
ン
ト
も
対
象
と
し
て

雲
南
市
は
、
日
本
さ
く
ら

名
所
１
０
０
選
、
滝
１
０
０

選
、
棚
田
百
選
な
ど
に
認
定

さ
れ
る
四
季
折
々
の
自
然
美

や
絶
景
を
誇
る
中
国
山
地
の

雄
大
な
自
然
に
抱
か
れ
た
ま

ち
で
す
。
国
の
特
別
天
然
記

念
物
・
コ
ウ
ノ
ト
リ
が
10
年

連
続
で
営
巣
し
、
本
年
３
月

に
市
の
鳥
に
指
定
し
ま
し
た
。

ま
た
、
ヤ
マ
タ
ノ
オ
ロ
チ

伝
説
を
は
じ
め
と
す
る
神
話

や
伝
説
、
神
楽
な
ど
が
伝
承

さ
れ
て
お
り
、
多
く
の
遺
跡

や
古
墳
が
発
見
さ
れ
る
な
ど

歴
史
フ
ァ
ン
も
納
得
の
魅
力

が
満
載
で
す
。
加
茂
岩
倉
遺

跡
に
お
い
て
は
、
一
か
所
の

出
土
で
は
全
国
最
多
の
39
個

の
銅
鐸
（
国
宝
）
が
発
見
さ

れ
て
お
り
、
本
年
は
30
周
年

の
節
目
を
迎
え
ま
す
。

ぜ
ひ
雲
南
市
へ
お
越
し
く

だ
さ
い
。

議
長
の
話

議
長
の
話

菅谷たたら山内高殿
（写真提供＝雲南市）

雲

南

市

部
会
長
市
紹
介

第6回第 6回

松林孝之 議長

い
る
。

０
億
円
を
計
上
し
て
い
る
。

な
お
、
本
計
画
（
案
）
に

つ
い
て
は
、
国
の
補
正
予
算

に
依
存
し
た
財
政
運
営
か
ら

の
脱
却
に
際
し
「
経
済
財
政

運
営
と
改
革
の
基
本
方
針

２
０
２
６
」に
お
い
て「
地
方

の
財
政
運
営
と
円
滑
な
事
業

執
行
に
支
障
が
生
じ
な
い
よ

う
必
要
十
分
な
地
方
財
政
措

置
を
講
ず
る
」
と
し
て
い
る

こ
と
及
び
令
和
９
年
度
の
国

の
予
算
編
成
の
動
向
等
を
踏

ま
え
、
地
方
財
政
の
状
況
等

に
つ
い
て
検
討
を
加
え
、
全

体
と
し
て
所
要
の
修
正
を
行

う
こ
と
と
し
て
い
る
。

ま
た
、
東
日
本
大
震
災
分

に
係
る
地
方
債
計
画
は
、
東

日
本
大
震
災
に
関
連
す
る
事

業
を
円
滑
に
推
進
で
き
る
よ

う
、
所
要
額
に
つ
い
て
、
そ

の
全
額
を
公
的
資
金
で
確
保

を
図
る
こ
と
と
し
、
別
途
策

定
す
る
も
の
と
し
て
い
る

（
全
文 

）。

愛
知
、
岐
阜
、
三
重
で
甚
大
な
被
害

を
強
く
呼
び
か
け
た
。

そ
の
後
、
９
月
８
日
午
後

か
ら
9
日
に
か
け
て
、
東
海

地
方
を
中
心
に
記
録
的
な
大

雨
災
害
が
発
生
し
、
特
に
名

古
屋
市
で
は
、
平
成
12
年
に

甚
大
な
被
害
を
も
た
ら
し
た

「
東
海
豪
雨
」
の
記
録
を
塗

り
替
え
る
歴
史
的
な
大
雨
と

な
り
、
大
規
模
な
都
市
型
水

害
を
引
き
起
こ
し
た
。

こ
の
大
雨
に
伴
う
災
害
に

よ
り
、
多
数
の
者
が
生
命
又

は
身
体
に
危
害
を
受
け
、
又

は
受
け
る
お
そ
れ
が
生
じ
て

い
る
こ
と
か
ら
、
名
古
屋
市

は
市
域
全
域
に
災
害
救
助
法

（
同
法
施
行
令
第
1
条
第
1

項
第
4
号
）
の
適
用
を
決
定

し
た
。 

気
象
庁
は
、
令
和
8
年
台

風
第
24
号
と
本
州
付
近
に
停

滞
す
る
前
線
の
影
響
に
よ

り
、
西
日
本
か
ら
東
日
本
・

東
北
に
か
け
て
大
気
が
非
常

に
不
安
定
な
状
況
と
な
っ
て

お
り
、
東
海
地
方
を
中
心
に

大
雨
を
も
た
ら
す
「
線
状
降

水
帯
」
が
発
生
す
る
恐
れ
が

あ
る
と
発
表
。
同
じ
場
所

で
非
常
に

激
し
い
雨

が
降
り
続

き
、
災
害

リ
ス
ク
が

急
激
に
高

ま
る
と
し

て
、
大
雨

や
土
砂
災

害
へ
の
厳

重
な
警
戒

と
早
め
の

避
難
準
備

大
雨
特
別
警
報
を
発
表

令
和
８
年
9
月
8
日
　
東
海
地
方
豪
雨
災
害

名
古
屋
市

名
古
屋
市

災
害
救
助
法
を
適
用

災
害
救
助
法
を
適
用

犬山市
江南市

一宮市

稲沢市

小牧市
春日井市

瀬戸市

尾張旭市

岩倉市

津島市
愛西市

清須市
北名古屋市

日進市

みよし市

あま市

弥富市

豊明市

大府市東海市

知多市

常滑市 半田市

知立市
刈谷市

安城市 岡崎市

豊田市

高浜市

碧南市

西尾市 蒲郡市 豊川市

豊橋市

新城市

田原市

東郷町

長久手市

豊山町

大口町

扶桑町

大治町

蟹江町

飛島村

阿久比町
東浦町

南知多町

美浜町

武豊町
幸田町

設楽町
東栄町

豊根村

静岡県

長野県愛知県

名古屋市

９月８日大雨により災害救助法が適用された自治体
※ ■は適用された自治体岐阜県
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議
会
モ
ニ
タ
ー
制
度
を

採
用
し
て
い
る
市
は
40
市

（
４・９
％
）、
議
会
で
パ
ブ

リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト
を
実
施
し

た
市
は
39
市（
４・８
％
）、住

民
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
を
実
施

し
た
市
は
１
４
１
市
（
17
・

３
％
）
だ
っ
た
。

通
称
ま
た
は
旧
姓
使
用

通
称
ま
た
は
旧
姓
使
用

本
紙
前
号
に
続
き
、「
令
和
８
年
度
市
議
会
の
活
動
に
関
す
る
実
態
調
査
結
果
」（
調
査

期
間
は
令
和
７
年
中
）
の
一
部
を
掲
載
す
る
（
調
査
結
果
は
本
会
ウ
ェ
ブ
掲
載 

）。
本

文
中
カ
ッ
コ
内
の
％
は
記
載
が
な
い
限
り
、
調
査
対
象
の
８
１
５
市
に
対
す
る
割
合
（
記

事
中
の
「
市
」
は
東
京
都
特
別
区
を
含
む
）。

議
員
対
象
の
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
研
修　
224
市
が
実
施

ハ
ラ
ス
メ
ン
ト

ハ
ラ
ス
メ
ン
ト

研
修・相
談
体
制

研
修・相
談
体
制

人口段階別
（市）

ハラスメント
研修実施

5万人未満
(307) 74(24.1%)

5～10万人
未満(231) 57(24.7%)

10～20万人
未満(146) 45(30.8%)

20～30万人
未満(49) 19(38.8%)

30～40万人
未満(30) 13(43.3%)

40～50万人
未満(17) 5(29.4%)

50万人以上
(15) 5(33.3%)

指定都市
(20) 6(30.0%)

全　市
(815) 224(27.5%)

表② 議員を対象とした
ハラスメント研修の実施状況

(単位＝市数)

ン
ト
相
談
体
制
の
整
備
状
況

に
つ
い
て
は
、
左
に
ま
と
め

議
員
を
対
象
と
し
た
ハ
ラ

ス
メ
ン
ト
研
修
は
２
２
４
市

（
27・５
％
）が
実
施
し
た（
表

②
）。研修

の
対
象
と
し
た
ハ
ラ

ス
メ
ン
ト
に
つ
い
て
、
下
に

ま
と
め
た
。
最
多
は
パ
ワ
ー

ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
の
１
９
６
市

（
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
研
修
を
実

施
し
た
市
の
87
・
５
％
）
で
、

セ
ク
シ
ュ
ア
ル
ハ
ラ
ス
メ

ン
ト
の
１
８
１
市
（
同
80
・

８
％
）
が
続
い
た
。

研
修
の
内
容
に
つ
い
て
は
、

専
門
家
に
よ
る
講
演
が
２
０

８
市
（
92・９
％
）
で
最
多
で
、

グ
ル
ー
プ
デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ

ン
が
18
市
（
８・０
％
）、
そ

の
他
が
17
市
（
７・６
％
）
と

続
い
た
。

議
会
に
お
け
る
ハ
ラ
ス
メ

議
員
の
通
称
ま
た
は
旧
姓

の
使
用
に
つ
い
て
の
規
定
を

定
め
て
い
る
市
は
、
前
回
調

査
か
ら
23
市
増
の
２
３
７
市

（
29・１
％
）。

根
拠
規
定
に
つ
い
て
は
左

の
通
り
。

子
連
れ
議
員・

子
連
れ
議
員・

傍
聴
者
施
設・設
備
等

傍
聴
者
施
設・設
備
等

議
会
独
自
の
妊
産
婦
・
乳

幼
児
連
れ
の
議
員
や
傍
聴
者

を
対
象
と
し
た
施
設
・
設
備

等
の
設
置
状
況
に
つ
い
て
、

ト
イ
レ
に
お
む
つ
交
換
台
や

・議員の通称または旧姓の使用についての根拠規定	
	 	 （複数回答）

　規程または要綱等��������������������������� 127市（53.6%）
　議会運営委員会決定・申合せ���������������68市（28.7%）
　その他
　（各派代表者会議で決定等）����������������42市（17.7%）

※ %は議員の通称または旧姓の使用について取決めをしている
237市中の割合

㊦㊦

市
議
会
の
活
動
に
関
す
る
実
態
調
査

市
議
会
の
活
動
に
関
す
る
実
態
調
査

請
負
状
況
の
報
告
・

請
負
状
況
の
報
告
・

公
表
に
関
す
る
条
例
等

公
表
に
関
す
る
条
例
等

議
員
個
人
に
よ
る
請
負
の

状
況
の
報
告
・
公
表
に
関
す

る
条
例
等
を
制
定
し
て
い
る

市
は
３
２
９
市
（
40・４
％
）

で
、
前
回
調
査
の
２
９
８
市

（
36・６
％
）
か
ら
31
市
増
と

な
っ
た
。
人
口
段
階
別
の
制

定
状
況
に
つ
い
て
は
表
①
の

通
り
。

各
市
の
報
告
・
公
表
に
関

す
る
根
拠
を
定
め
た
法
令
の

形
式
に
つ
い
て
は
、
下
に
ま

人口段階別
（市） 制定している

5万人未満
(307) 95(30.9%)

5～10万人
未満(231) 101(43.7%)

10～20万人
未満(146) 73(50.0%)

20～30万人
未満(49) 21(42.9%)

30～40万人
未満(30) 13(43.3%)

40～50万人
未満(17) 12(70.6%)

50万人以上
(15) 6(40.0%)

指定都市
(20) 8(40.0%)

全　市
(815) 329(40.4%)

表①　議員個人による請負の状況の
報告・公表に関する条例等の制定状況

(単位＝市数)

・議員個人による請負の状況の報告・公表
に関する根拠を定めた法令の形式（複数回答）
　条例���������������������������������262市（79.6%）
　規程又は要綱等������������������� 62市（18.8%）
　議会運営委員会決定・申合わせ����3市　（0.9%）
　その他����������������������������������2市　（0.6%）
※ %はいずれも議員個人による請負の状況の報告・公
表に関する条例等を制定している329市中の割合

た
。

ベ
ビ
ー
キ
ー
プ
を
設
置
し
て

い
る
市
が
２
２
８
市
（
28
・

０
％
）、防
音
を
施
し
た
特
別

な
傍
聴
席
を
設
置
し
て
い
る

市
が
71
市（
８・７
％
）、授
乳

及
び
お
む
つ
交
換
等
が
で
き

る
ス
ペ
ー
ス
を
設
置
し
て
い

る
市
が
71
市
（
８・７
％
）、

一
時
保
育
（
託
児
）
サ
ー
ビ

ス
を
提
供
し
て
い
る
市
が
38

市
（
４・７
％
）、
そ
の
他
が

75
市
（
９・２
％
）
と
な
っ

た
。

・議会におけるハラスメント相談体制の整備
状況	 （複数回答）
　議会の内部に相談窓口を設置���� 74市（ 9.1%）
　（議長・議会事務局長など）
　議会の外部に相談窓口を設置����15市（ 1.8%）
　（執行機関の相談窓口・弁護士事務所など）
　その他����������������������������������31市（ 3.8%）
※ %は815市中の割合

・議員を対象としたハラスメント研修で対象
としたハラスメントの類型	 （複数回答）

　セクシュアルハラスメント��������� 181市（80.8%）
　妊娠・出産・育児または介護に関する
　ハラスメント������������������������� 135市（60.3%）
　パワーハラスメント������������������ 196市（87.5%）
　その他（モラルハラスメント、ジェンダー
　ハラスメント等）������������������������50市（22.3%）
※ %はいずれもハラスメント研修を実施した224市中の
割合

と
め
た
。
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Ｆ
ａ
ｃ
ｅ
ｂ

ｏ
ｏ
ｋ・X（
旧

ｔ
ｗ
ｉ
ｔ
ｔ
ｅ

ｒ
）
等
に
よ
る

議
会
の
情
報
発

信
を
行
っ
て
い

る
市
は
５
３
２

市
（
65
・
３
％
）

で
、
前
回
調
査

（
５
０
７
市
）か

ら
25
市
増
加
し

た
。情

報
発
信

の
方
法
に
つ
い

て
、
主
な
も
の

の
内
訳
に
つ
い

グラフ②　SNS 等による議会の情報発信の
　　　　　内訳、推移（直近 5 年）　（複数回答可）

議
会
の
情
報
発
信

議
会
の
情
報
発
信

災
害
対
応
方
針
等

災
害
対
応
方
針
等

議
会
独
自
の
災
害
対
応
方

針
を
制
定
し
て
い
る
市
は
、

７
０
１
市
（
86
・
０
％
）
で
、

こ
の
う
ち
、
３
２
３
市
（
災

害
対
応
方
針
規
定
市
の
46
・

１
％
）
が
議
会
Ｂ
Ｃ
Ｐ
と
し

て
制
定
し
て
い
る
。

災
害
対
応
方
針
の
中
に
感

染
症
対
応
を
規
定
し
て
い

る
市
は
２
７
４
市
（
同
39
・

１
％
）（
表
⑤
参
照
）。

議 会 独 自 の 災 害 対 応 方 針

議 会 B C P
として制定

災害対応方針
に感 染 症 対
応を規定

令和6年 682
（83.7％）

 305
（内 44.7%）

267
（内 39.1%）

令和7年 701
（86.0％）

 323
（内 46.1%）

274
（内 39.1%）

表⑤ 議会の災害対応方針の制定状況 (単位＝市数)

全
議
員
を
対
象
に
タ
ブ

レ
ッ
ト
端
末
を
導
入
し
て
い

る
市
は
令
和
２
年
の
調
査
開

始
以
来
年
々
増
加
し
て
お
り
、

今
回
の
調
査
で
は
７
１
３
市

（
87・５
％
）
で
、
前
回
調
査

（
６
７
３
市
）
か
ら
40
市
増

加
。
調
査
開
始
時
の
令
和
２

年
か
ら
は
４
１
０
市
の
増
と

な
っ
た
（
グ
ラ
フ
①
参
照
）。

人
口
段
階
別
の
全
議
員
を

対
象
と
す
る
タ
ブ
レ
ッ
ト
端

末
の
導
入
状
況
は
、
左
下
表

③
の
通
り
と
な
っ
て
い
る
。

ま
た
、
タ
ブ
レ
ッ
ト
端
末

200

300

400

500

600

700

7年6年5年4年3年令和２年

303

423

544
（市）

410市増

627
673

713

人口段階別 タブレット導入市数
5万人未満(307) 260(84.7%)

5～10万人未満(231) 203(87.9%)

10～20万人未満(146) 136(93.2%)

20～30万人未満(49) 46(93.9%)

30～40万人未満(30) 23(76.7%)

40～50万人未満(17) 17(100.0%)

50万人以上(15) 13(86.7%)

指定都市(20) 15(75.0%)

全　市(815) 713(87.5%)

表③ 全議員を対象とするタブレット端末の導入状況
(単位＝市数)

グラフ①　全議員を対象にタブレットを導入している市の推移
タ
ブ
レ
ッ
ト
端
末

タ
ブ
レ
ッ
ト
端
末

の
導
入
状
況

の
導
入
状
況

の
活
用
に
よ
り
会
議
資
料
を

ペ
ー
パ
ー
レ
ス
化
し
て
い
る

市
は
、６
９
３
市（
タ
ブ
レ
ッ

ト
を
導
入
し
て
い
る
７
１
３

市
の
97・２
％
）
だ
っ
た
（
一

部
の
会
議
資
料
の
み
ペ
ー

パ
ー
レ
ス
化
し
て
い
る
場
合

を
含
む
）。

タ
ブ
レ
ッ
ト
端
末
の
利
用

目
的
に
つ
い
て
は
、
庁
舎
内

で
の
公
務
（
本
会
議
、
委
員

会
、
協
議
等
の
場
な
ど
）
が

７
０
６
市
（
タ
ブ
レ
ッ
ト
を

導
入
し
て
い
る
７
１
３
市
の

99・０
％
）、
庁
舎
外
で
の
公

務
（
行
政
視
察
な
ど
）
が

６
７
８
市
（
同
95
・
１
％
）、

※表の％は各人口段階の市数に対する割合

本会議場 委員会室
全議員持ち
込みが原則

希望議員のみ
持ち込み可

全議員持ち
込みが原則

希望議員のみ
持ち込み可

パ ソ コ ン 35
（4.3%）

280
（34.4％）

35
（4.3%）

311
（38.2%）

タブレット
端 末

604
（74.1%）

124
（15.2％）

606
（74.4％）

124
（15.2％）

表④ 本会議場・委員会室での議員のパソコン・
	 タブレット端末の使用状況 (単位＝市数)

本
会
議
場
・
委
員
会
室
で

の
パ
ソ
コ
ン
・
タ
ブ
レ
ッ
ト

端
末
の
使
用
状
況
は
、
表
④

の
通
り
と
な
っ
て
い
る
。

パ
ソ
コ
ン・タ
ブ
レ
ッ
ト

パ
ソ
コ
ン・タ
ブ
レ
ッ
ト

の
使
用
状
況

の
使
用
状
況

議
員
活
動
（
公
務
及
び
政
務

活
動
以
外
の
議
員
活
動
）
が

５
０
４
市
（
同
70
・
７
％
）、

政
務
活
動
（
政
務
活
動
費
を

充
当
す
る
活
動
）
が
４
６
１

市
（
同
64・７
％
）、
私
的
活

動
（
私
人
と
し
て
の
活
動
）

が
44
市
（
同
６・２
％
）、
そ

の
他
が
37
市
（
同
５・２
％
）

と
な
っ
た
。

50

100

150

200

250

300

7年6年5年4年令和 3年

62

107

150
214

221

187

113

230

229

136

250

238

143

271

250

152

289

250
252

164

Facebook

X（旧Twitter）

Youtube
LINE大

規
模
災
害
時
に
お
い
て
、

議
場
等
（
議
場
、
委
員
会
室
、

全
員
協
議
会
室
）
を
避
難
所

と
し
て
指
定
し
て
い
る
市
は

21
市
（
２・６
％
）。

ほ
か
、「
正
式
に
は
指
定

し
て
い
な
い
が
災
害
の
状
況

に
応
じ
て
避
難
場
所
と
し
て

開
放
す
る
可
能
性
が
あ
る
」

な
ど
、「
そ
の
他
」
と
し
て

回
答
し
た
市
が
12
市
（
１
・

５
％
）
と
な
っ
た
。

て
過
去
5
年
間
の
推
移
を
グ

ラ
フ
②
に
ま
と
め
た
。
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 トップページ > 議会改革の取組 > iJAMP市議会最前線

市議会が進める独自の取組を毎月紹介
する時事通信社 iJAMP「市議会最前線」。
9月は宮城県大崎市議会が取り組む「議会
DXの推進～効率化と開かれた議会へ～」
を紹介しています。
本記事は、本会ウェブサイト「議会改
革の取組」でご覧になれます。

 「市議会最前線」/ 宮城県大崎市

ハ
ロ
ウ
ィ

ン
ジ
ャ
ン
ボ

宝
く
じ
の
販

売
が
９
月
16

日
㈬
か
ら
ス

タ
ー
ト
す
る

（

ネ
ッ
ト

販
売
は
こ
ち

ら
）。今年

は
１

等
・
前
後
賞

合
わ
せ
た
最

高
当
せ
ん
金

額
が
４
億
円

（
前
年
５
億

円
）
に
な
る
一
方
、
２
等

（
当
せ
ん
金
額
１
億
円
）
の

本
数
は
12
本
か
ら
24
本
へ
倍

増
し
、
１
億
円
以
上
の
当
せ

ん
本
数
が
前
年
比
１
２
５
％

の
60
本
に
増
加
（
当
せ
ん
本

数
は
発
表
総
額
３
６
０
億

円
・
12
ユ
ニ
ッ
ト
の
場
合
）
。

１
等
・
前
後
賞
合
わ
せ
て

４
千
万
円
の
ハ
ロ
ウ
ィ
ン

ジ
ャ
ン
ボ
ミ
ニ
も
同
時
販
売

さ
れ
る
。
販
売
期
間
は
10
月

16
日
㈮
ま
で
。

ハ
ロ
ウ
ィ
ン
ジ
ャ
ン
ボ
宝

く
じ
は
、
サ
マ
ー
ジ
ャ
ン
ボ

宝
く
じ
と
と
も
に
「
市
町
村

振
興
宝
く
じ
」
と
し
て
販
売

さ
れ
、売
上
金
の
う
ち
35・1

％
（
令
和
7
年
度
）
が
収
益

金
と
な
り
、
市
町
村
の
貴
重

な
自
主
財
源
と
し
て
、
様
々

な
公
益
事
業
に
活
用
さ
れ
て

い
る
。

市町村の振興を目的
として販売される「ハ
ロウィンジャンボ宝くじ」
について、貴市区議会
におかれても、市区長
部局と連携いただき、
売上額の向上につなが
る取組について、格別
のご高配をお願いしま
す。

１億円以上のチャンス 60 本へ増加１億円以上のチャンス 60 本へ増加
収益は自治体財源に収益は自治体財源に

9月16日 (水) 10月16日 (金)か
らハロウィンジャンボハロウィンジャンボ

新
庁
舎
落
成

▽
玉
野
市
（
岡
山
県
）

〒
７
０
６
―
８
５
１
０

玉
野
市
宇
野
１
―
27
―
１

電
話
番
号
、
フ
ァ
ク
ス
番
号

は
変
更
な
し

聴
覚
障
害
者
の
利
用
環
境

を
サ
ポ
ー
ト
す
る
た
め
、ヒ
ア

リ
ン
グ
ル
ー
プ
シ
ス
テ
ム
を

導
入
し
て
い
る
ほ
か
、車
い
す

利
用
者
や
親
子
連
れ
の
傍
聴

ス
ペ
ー
ス
も
確
保
し
て
い
る
。

議場
（写真提供＝玉野市）

玉野市役所新庁舎
（写真提供＝玉野市）

※当せん本数は発売総額 360 億円・12 ユニットの場合※当せん本数は発売総額 360 億円・12 ユニットの場合

▼
議
長

▽
尼
崎	

土
岐
良
二（
7・7
）

▽
立
川	

木
原　
宏（
7・21
）

▽
千
曲	

川
嶋
敬
信（
8・3
）

▽
あ
き
る
野

	

ひ
は
ら
省
吾（
8・4
）

▽
可
児	

髙
木
将
延（
8・6
）

▽
花
巻	

佐
藤
峰
樹（
8・7
）

▽
刈
谷	

佐
原
充
恭（
8・7
）

▽
淡
路	

田
尾　
成（
8・7
）

▽
紋
別	

佐
藤
健
吾（
8・10
）

▽
常
陸
大
宮	

	

秋
山
信
夫（
8・10
）

▽
長
浜	

中
川
リ
ョ
ウ（
8・12
）

▽
松
阪	

沖　
和
哉（
8・17
）

▽
鎌
倉	

日
向
慎
吾（
8・20
）

▽
銚
子	

広
野
恭
代（
8・26
）

▽
知
立	

中
島
清
志（
8・26
）

▽
高
萩	

我
妻
康
伸（
9・4
）

▼
副
議
長

▽
延
岡	

小
野　
挙（
5・8
）

▽
大
和
高
田

	

横
田
誠
治（
5・12
）

▽
島
田	

井
上　
篤（
6・3
）

▽
尼
崎	

須
田　
和（
7・7
）

▽
立
川	

大
沢
純
一（
7・21
）

▽
千
曲	

聖
澤
多
貴
雄（
8・3
）

▽
あ
き
る
野

	

大
久
保
昌
代（
8・4
）

▽
厚
木	

山
﨑
由
枝（
8・6
）

▽
可
児	

天
羽
良
明（
8・6
）

▽
花
巻	

鹿
討
康
弘（
8・7
）

▽
刈
谷	

深
谷
英
貴（
8・7
）

▽
淡
路	

大
久
保
浩
伸（
8・7
）

▽
紋
別	

橘　
有
三（
8・10
）

▽
常
陸
大
宮

	

小
河
原
利
一
郎（
8・10
）

▽
長
浜	

藤
井　
登（
8・12
）

▽
松
阪	

市
野
幸
男（
8・17
）

▽
鎌
倉	

森　
功
一（
8・20
）

▽
大
月	

鈴
木
竜
児（
8・25
）

▽
知
立	

神
谷
文
明（
8・26
）

▽
藤
井
寺	

河
井
計
実（
9・1
）

▽
加
西	

森
田
博
美（
9・1
）

▽
柏	

松
本
寛
道（
9・2
）

▽
小
矢
部	

白
井　
中（
9・3
）

▽
鎌
ケ
谷	

勝
又　
勝（
9・3
）

▼
事
務
局
長

▽
立
川	

青
木　
勇（
4・1
）

▽
志
摩	

小
川
清
和（
4・1
）

▽
尼
崎	

安
川
春
樹（
4・1
）

▽
大
和
高
田

	

辻　
猛
之（
9・1
）

議
会
人
事

お
知
ら
せ

次
号
の
旬
報
は
、
10

月
５
日
付
の
２
３
４
９

・
５
０
号
合
併
号
と
し

て
発
行
し
ま
す
。


